
 



 



 

はじめに 

 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故に

よって放出された放射性物質による環境の汚染が生じており、これによる人の健康又は生

活環境に及ぼす影響を速やかに低減することが喫緊の課題となっています。 

こうした状況を踏まえ、平成 23 年 8 月に「平成二十三年三月十一日に発生した東北地

方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染

への対処に関する特別措置法」（平成 23 年法律第 110 号。以下、「法」）が議員立法によ

り可決・成立し、公布されました。 

 

法に基づき、汚染状況重点調査地域に指定された市町村は、長期的な目標として追加被

ばく線量が年間１ミリシーベルト以下となることをめざし、以下の流れで除染を進めてい

きます。 

① 汚染状況を調査測定し、除染等の措置を行う除染実施区域を決定（法 34、36 条関連） 

② その後、除染実施計画に基づき除染等の措置を実施（法 40条関連） 

③ 除染等の措置に伴い生じた除去土壌の収集、運搬及び保管（法 41 条関連） 

 

 環境省では、これらの過程を具体的にわかりやすく説明するため、除染関係ガイドライ

ンを策定しました。本ガイドラインは四編に分かれており、「汚染状況重点調査地域内にお

ける環境の汚染の状況の調査測定方法のガイドライン」が①、「除染等の措置に係るガイド

ライン」が②、「除去土壌の収集及び運搬に係るガイドライン」及び「除去土壌の保管に係

るガイドライン」が③の過程に対応しています。なお、本ガイドラインは市町村における

除染を主に対象としていますが、国による除染についても対象としています1。 

 

現時点では本ガイドラインで示した方法で除染等を実施することが妥当と考えられます

が、今後の知見の蓄積を踏まえ、随時改訂を行っていきます。 

                             
1 線量が特に高い地域を除く。 
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 用語の定義 

 

用語 説  明 

法 

平成 23年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原

子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の

汚染への対処に関する特別措置法（平成 23年 8月 30 日法律第

110 号） 

土壌等の除染等の措置 

事故由来放射性物質により汚染された土壌、草木、工作物等に

ついて講ずる当該汚染に係る土壌、落葉及び落枝、水路等に堆

積した汚泥等の除去、当該汚染の拡散の防止その他の措置（法

第 2条第 3項） 

除去土壌 
除染特別地域又は除染実施区域に係る土壌等の除染等の措置

に伴い生じた土壌（法第 2条第 4項） 

除去土壌等 除去土壌及び土壌等の除染等の措置に伴い生じた廃棄物 

除染等の措置等 
土壌等の除染等の措置並びに除去土壌の収集、 運搬、 保管及

び処分（ 法第 25 条第 1項） 

除染特別地域 

その地域内の事故由来放射性物質による環境汚染が著しいと

認められることその他の事情から、国がその地域内の除染等の

措置等を行う地域。地域の指定は、環境大臣が行う。（法第 25

条第 1項） 

特別地域内除染実施計

画 

除染特別地域に係る除染等の措置等の実施に関する計画。環境

大臣が策定する。（法第 28 条第 1項） 

汚染状況重点調査地域 

その地域内の事故由来放射性物質による環境の汚染の状況に

ついて重点的に調査測定することが必要な地域。地域の指定

は、環境大臣が行う。（法第 32条第 1項） 

除染実施計画 

汚染状況重点調査地域内の区域であって、法に基づく調査結果

等から、事故由来放射性物質による環境の汚染状態が環境省令

で定める要件に適当しないと認めるものについて、除染等の措

置等の実施に関して定める計画。都道府県知事又は市町村の長

が策定する。（法第 36 条第 1項） 

除染実施区域 除染実施計画の対象となる区域（法第 35 条第 1項） 

除染実施者 

除染等の措置等の実施者。 除染特別地域においては国（ 環境

省）、 除染実施区域においては、国、都道府県、市町村等。（法

第 30条第 1項及び第 38条第 1 項） 

 


